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入札公告の訂正
次のとおり訂正します。
平成 31年２月 21日
支出負担行為担当官
厚生労働省大臣官房会計課長 横幕 章人

◎調達機関番号 017 ◎所在地番号 13

１ 掲載日
平成31年１月15日（号外政府調達第７号）

２ 訂正内容
９ページ２段14行目「 調達件名及び数量
複写機（75枚／分19台）の賃貸借及び保守一
式（フィニッシャー装着時：幅1410㎜×奥行
770㎜×高さ1220㎜以内）」を「 調達件名及
び数量 複写機（75枚／分19台）の賃貸借及び
保守一式（フィニッシャー装着時：幅1410㎜
×奥行805㎜×高さ1220㎜以内）」に訂正する。
９ページ４段 17行目「 Nature and

quantity of the services to be required : A

rental contract of 19 copiers and a mainte‑

nance complete set (1,410㎜×770㎜×1,220
㎜)」を「 Nature and quantity of the ser‑

vices to be required : A rental contract of 19

copiers and a maintenance complete set

(1,410㎜×805㎜×1,220㎜)」に訂正する。

入札公告の訂正
次のとおり訂正します。
平成 31 年２月 21 日
支出負担行為担当官
福岡高等裁判所事務局長 安永 健次

◎調達機関番号 003 ◎所在地番号 40
１ 掲載日 平成31年１月15日（号外政府調達第
７号45、46ページ）
２ 訂正内容 １中「ア 契約最大使用量310
㎥／h」を「ア 契約最大使用量360㎥／h」に
訂正し、６中「Contracted maximum
flow rate 310 cubic meters／h」を「Cont‑
racted maximum flow rate 360 cubic

meters／h」に訂正します。

入札公告の訂正
次のとおり訂正します。
平成 31 年２月 21 日

日本私立学校振興・共済事業団
理事長 清家 篤

入札公告の取消
平成 31 年２月 21 日
国立研究開発法人
国立循環器病研究センター理事長

小川 久雄
◎調達機関番号 820 ◎所在地番号 27
平成31年２月６日掲載の入札公告「看護備品（ス
トレッチャー・カート等） 一式」（号外政府調達
第23号・11ページ）および「看護備品（キャビネッ
ト・回収コンテナ等） 一式」（同・12ページ）お
よび「看護備品（医療機器・その他製品） 一式」
（同・13ページ）を取り消します。

入 札 公 告（建設工事）
次のとおり一般競争入札に付します。
なお、本入札に係る落札決定及び契約締結は、
当該工事に係る平成31年度一般会計予算が成立
し、予算示達がなされることを条件とするもので
す。
平成 31 年２月 21 日
支出負担行為担当官
法務省大臣官房施設課長 佐藤 淳

◎調達機関番号 013 ◎所在地番号 13
〇第３号
１ 工事概要
 品目分類番号 41
 工事名 平成31年度静岡刑務所改修（建築）
第１期（その２）工事

 工事場所 静岡県静岡市葵区東千代田３
１１
 敷地面積 66141
 工事内容
ア 棟名 静穏室棟 建物用途 収容棟 構
造・階数 ＲＣ造１階 建築面積 22
延べ面積 22 工事種別 新築
イ 棟名 庁舎 建物用途 庁舎 構造・階
数 ＲＣ造２階 建築面積 931 延べ
面積 1853 工事種別 改修（約
886）、耐震改修
ウ 棟名 １舎 建物用途 収容棟 構造・
階数 ＲＣ造３階 建築面積 466 延
べ面積 1344 工事種別 改修
エ 棟名 作業倉庫 建物用途 庁舎・倉庫

構造・階数 Ｓ造２階 建築面積
1971 延べ面積 2434 工事種別
改修、耐震改修
オ 棟名 保護室棟２ 建物用途 収容棟
構造・階数 ＲＣ造１階 建築面積 30
延べ面積 30 工事種別 改修

カ 棟名 東渡り廊下 建物用途 渡り廊下
構造・階数 Ｓ造１階 建築面積

276 延べ面積 276 工事種別 改修
（約75）
キ 工事種目 建築一式工事
ク その他 外構、取壊し、仮設
ケ 工事範囲 上記工事（入札説明書によ
る。）

 工期 平成32年３月16日まで
 使用する主要な資機材 コンクリート約
320、鉄筋約28ｔ、鉄骨約25ｔ、ガラス約
180

 本工事は、入札時に工事の品質を高めるこ
とを目的とした技術提案を求め、価格と価格
以外の要素を総合的に評価して落札者を決定
する総合評価落札方式（技術提案評価型Ｓ型）
の工事である。また、品質確保のための体制
その他の施工体制の確保状況を確認し、施工
内容を確実に実現できるかどうかについて審
査し、評価を行う、施工体制確認型総合評価
落札方式の工事である。
 本工事は、企業の技術力（技術提案を除く）
及び配置予定技術者の技術力について記述し
た競争参加資格申請書（以下「申請書」とい
う。）及び競争参加資格確認資料（以下「資料」

という。）を提出した者のうち、評価点合計が
上位の者に限り技術提案を求める段階的選抜
方式の適用工事である。
 本工事は、建設工事に係る資材の再資源化
等に関する法律（平成12年法律第104号）に
基づき、分別解体等及び特定建設資材廃棄物
の再資源化等の実施が義務付けられた工事で
ある。
 本件入札手続は、入札参加申請手続、入札
手続等を電子調達システム（政府電子調達（Ｇ
ＥＰＳ）（https://www.geps.go.jp/））により行
う。
なお、電子調達システムにより難い者は、
支出負担行為担当官の承認を得た場合に限
り、入札参加申請手続及び入札手続の全てを
書面により行うこと（本件入札手続において
「紙入札方式」という。）ができる。

２ 競争参加資格
 予算決算及び会計令（昭和22年勅令第165
号。以下「予決令」という。）第70条及び第71
条の規定に該当しない者であること。
なお、未成年者、被保佐人又は被補助人で
あって、契約締結のために必要な同意を得て
いる者は、予決令第70条における特別の理由
がある場合に該当する。
 開札時に、本工事の業種区分（建築一式工
事）において、法務省の平成31・32年度にお
ける建設工事の一般競争参加者の資格の認定
を受けていること（会社更生法（平成14年法
律第154号）に基づき更生手続開始の申立て
がなされている者又は民事再生法（平成11年
法律第225号）に基づき再生手続開始の申立
てがなされている者については、手続開始の
決定後、法務省が別に定める手続に基づく一
般競争参加資格の再認定を受けているこ
と。）。
※ 平成29・30年度における建設工事の一般
競争参加資格を有していても本件入札の競
争参加資格は満たさないので留意するこ
と。
なお、平成31・32年度における建設工事
の一般競争参加資格の認定に係る申請方法
は、法務省ホームページ（http://www.moj.
go.jp/chotatsu_kensetsu_shikakushinsa.
html）に掲示している。

◎調達機関番号 404 ◎所在地番号 13
１ 掲載日
平成31年２月４日（号外政府調達第21号）

２ 訂正内容
第34号40ページ２段６行目「日本私立学校
振興・共済事業団競争参加資格において平成31
年度「役務の提供等」のＡ又はＢの等級に格付
けされている者であること。」を、「国の競争参
加資格（全省庁統一資格）において平成31年度
「役務の提供等」のＡ又はＢの等級に格付けさ
れている者であること。」に訂正します。
第34号40ページ３段42行目「have the

Grade A or B Offer of services in terms of

the qualification for participating in tender by

every ministry and agency of Japan in the fis‑

cal years 2018.」を、「have the Grade A or
B Offer of services in terms of the qualifica‑

tion for participating in tender by every min‑

istry and agency of Japan in the fiscal years
2019」に訂正します。
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